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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第28期

第３四半期累計期間
第29期

第３四半期累計期間
第28期

会計期間
自平成26年４月１日
至平成26年12月31日

自平成27年４月１日
至平成27年12月31日

自平成26年４月１日
至平成27年３月31日

売上高 （百万円） 88,916 97,742 118,336

経常利益 （百万円） 8,274 9,010 10,644

四半期（当期）純利益 （百万円） 5,138 5,815 6,720

持分法を適用した場合の

投資利益
（百万円） － － －

資本金 （百万円） 1,278 1,278 1,278

発行済株式総数 （株） 37,920,000 37,920,000 37,920,000

純資産額 （百万円） 31,661 38,137 33,247

総資産額 （百万円） 50,133 56,767 51,160

１株当たり四半期（当期）

純利益金額
（円） 135.51 153.35 177.21

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） － － 25

自己資本比率 （％） 63.2 67.2 65.0

 

回次
第28期

第３四半期会計期間
第29期

第３四半期会計期間

会計期間
自平成26年10月１日
至平成26年12月31日

自平成27年10月１日
至平成27年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 54.35 65.37

（注）1．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移に

ついては記載しておりません。

2．売上高には、消費税等は含まれておりません。

3．持分法を適用した場合の投資利益につきましては、関連会社がないため、記載を省略しております。

4．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。

２【事業の内容】

当第３四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な関係会

社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

（１）業績の状況

当第３四半期累計期間のわが国経済は、設備投資などを中心に国内需要が底堅く推移する一方で、輸出や生産に

新興国経済の減速の影響が見られるなど、景気回復の動きは緩やかなものとなりました。先行きについては、良好

な水準を維持している企業収益を背景とした設備投資などを中心に緩やかに回復していくことが期待されますが、

国際商品市況の下落や新興国経済の減速を背景に世界経済の不確実性は高まっており、予断を許さない状況が続く

ものと考えられます。

小売業界におきましては、前年の駆け込み需要の反動減の影響は徐々に和らぎ、雇用・所得環境の改善が続くも

とで、消費者マインドが高まっていくことが期待されますが、価格戦略の巧拙により企業業績にばらつきが見られ

るようになっており、今後、コスト上昇圧力が継続するもとで企業間格差が拡大する可能性があります。

このような状況のなか当社は、「持続的な出店拡大の基盤を整える」をテーマとして、ファシリティ・採用業務

の一部をアウトソーシングするなど、コストバランスを考慮しつつ、機動的な出店と安定した店舗運営を実現する

基盤を整備しました。また、ＰＯＳデータ分析による確実性の高い新商品の導入、欠品対策、持続的な成長の背骨

となるブランディングも着実に進めております。

出退店につきましては、採算性を精査しつつ前向きに進め、当第３四半期累計期間において、出店が直営店104

店舗、退店が直営店20店舗、ＦＣ店12店舗とほぼ計画どおりに進捗し、当四半期末の店舗数は、直営店1,258店、

ＦＣ店62店の合計1,320店となりました。

直営既存店売上高につきましては、全国的な来店客数増加により見込みを上回り、前年同期比102.3％となりま

した。

主要経営指標につきましては、売上原価率は、円安の影響により仕入価格は上昇したものの、直営店売上比率が

増加したことなどにより、前年同期と変わらず57.7％となりました。また、販売費及び一般管理費については、第

１四半期において信用状態が著しく悪化したＦＣ先の売掛債権約79百万円に対して全額を引当処理したこと（売上

高に対する比率0.1ポイント）などによる上昇要因はあったものの、既存店売上高が順調に推移したことにより、

売上高に対する比率が前年同期と同水準で進捗したため、当第３四半期累計期間の売上高営業利益率は9.2％（前

年同期9.1％）となりました。

その結果、当第３四半期累計期間の売上高は977億42百万円（前年同期比9.9％増）、経常利益は90億10百万円

（前年同期比8.9％増）、四半期純利益は58億15百万円（前年同期比13.2％増）となりました。

当第３四半期累計期間の商品区分別仕入高、商品区分別売上高、事業部門別売上高及び直営店並びにＦＣ店の地

域別売上高は次のとおりであります。

当第３四半期累計期間における仕入実績を商品区分別に示すと、次のとおりであります。

商品区分 仕入高（百万円） 前年同期比（％）

雑貨 55,058 111.6

菓子食品 2,292 93.6

その他 31 184.9

合計 57,382 110.8

（注）1．金額は、仕入価格によっております。

2．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

3．その他には、消耗品費への振替高等が含まれております。
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当第３四半期累計期間における商品区分別売上高は、次のとおりであります。

商品区分 売上高（百万円） 前年同期比（％）

雑貨 94,732 110.5

菓子食品 2,945 94.6

その他 64 78.7

合計 97,742 109.9

（注）1．金額は、販売価格によっております。

2．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

3．その他には、店舗に設置した自動販売機等の手数料収入等が含まれております。

当第３四半期累計期間における事業部門別売上高は、次のとおりであります。

事業部門 売上高（百万円） 前年同期比（％）

直営売上高 94,846 110.7

ＦＣ売上高 1,982 87.5

卸売等売上高 251 92.0

海外売上高 662 94.1

合計 97,742 109.9

（注）1．金額は、販売価格によっております。

2．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

当第３四半期累計期間における地域別売上高は、次のとおりであります。

（直営売上高）

地域別

売上高合計 店舗異動状況（店舗数）

金額（百万円） 前年同期比（％）
当第３四半期会
計期間末店舗数

出店数 退店数

北海道東北地方 11,385 108.0 154 10 3

関東甲信越地方 28,658 112.3 345 31 5

東海北陸地方 23,060 105.9 335 14 3

関西地方 16,655 114.0 193 23 7

中国四国地方 5,712 120.1 79 16 1

九州沖縄地方 9,374 110.6 152 10 1

合計 94,846 110.7 1,258 104 20
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（ＦＣ売上高）

地域別

売上高合計 店舗異動状況（店舗数）

金額（百万円） 前年同期比（％）
当第３四半期会
計期間末店舗数

出店数 退店数

北海道東北地方 416 98.0 11 0 1

関東甲信越地方 109 91.6 10 0 0

東海北陸地方 406 94.0 15 0 1

関西地方 37 86.5 3 0 0

中国四国地方 235 47.0 6 0 10

九州沖縄地方 776 104.3 17 0 0

合計 1,982 87.5 62 0 12

（注）1．金額は、販売価格によっております。

2．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

3．地域別の区分は次のとおりであります。

北海道東北地方………北海道、青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県

関東甲信越地方………茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、

山梨県、長野県

東海北陸地方…………富山県、石川県、福井県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県

関西地方………………滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県

中国四国地方…………鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県、徳島県、香川県、愛媛県、高知県

九州沖縄地方…………福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県

（２）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期累計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題

はありません。

（３）研究開発活動

該当事項はありません。

（４）経営戦略の現状と見通し

当第３四半期累計期間において、経営戦略の現状と見通しについて重要な変更はありません。

（５）資本の財源及び資金の流動性についての分析

当社の資金需要の主なものは、新規出店に係る設備投資に対するものであります。当第３四半期累計期間では、

新規出店及び既存店のリニューアルを中心に37億48百万円の投資を行っております。

当社は、財務体質の改善を経営上の重要な課題として位置付け、借入金依存度の引下げのための各種施策を行っ

ております。資金調達につきましては、調達期間と調達額を勘案して借入を最適の時期に行い、また金融機関の貸

出意欲の上昇に併せ金利交渉を進め調達金利の低減も図ってまいりました。

今後とも、財務体質の改善を目指し適時最適な各種施策を行ってまいります。

（６）経営者の問題認識と今後の方針について

当社経営陣は、現在の企業環境及び入手可能な情報等に基づいて、最善の経営戦略・経営方針を立案すべく努め

ております。しかし、小売業界を取り巻く環境は厳しく、企業間競争は一層の激化が続くものと思われます。この

ような経営環境において、当社経営陣は経営に関する諸問題に対する意識を、経営陣だけに留めず広く社内全般で

共有し、問題解決に全社員で当たり速やかに解決する所存であります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数（株）
（平成27年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年２月８日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 37,920,000 37,920,000

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

100株

計 37,920,000 37,920,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

（株）

発行済株式
総数残高

（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高
(百万円)

平成27年10月１日～
平成27年12月31日

－ 37,920,000 － 1,278 － 1,419

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成27年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

平成27年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式       100 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 37,916,400 379,164 －

単元未満株式 普通株式     3,500 － －

発行済株式総数 37,920,000 － －

総株主の議決権 － 379,164 －

 

②【自己株式等】

平成27年12月31日現在
 

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社セリア
岐阜県大垣市外渕

２丁目38番地
100 － 100 0.00

計 － 100 － 100 0.00

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社セリア(E03418)

四半期報告書

 7/15



第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について
当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第

63号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間（平成27年10月１日から平成

27年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成27年４月１日から平成27年12月31日まで）に係る四半期財務諸

表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について
四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項により、

当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団

の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいもの

として、四半期連結財務諸表は作成しておりません。

なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

資産基準 0.1％

売上高基準 0.0％

利益基準 0.1％

利益剰余金基準 0.1％

（注）会社間項目の消去後の数値により算出しております。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前事業年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成27年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 17,221 19,201

売掛金 392 387

商品及び製品 10,767 11,729

前払費用 645 675

預け金 2,895 3,912

その他 405 449

貸倒引当金 △0 △0

流動資産合計 32,327 36,356

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 5,738 6,752

その他（純額） 3,772 3,725

有形固定資産合計 9,511 10,477

無形固定資産 203 167

投資その他の資産   

敷金及び保証金 7,826 8,399

その他 1,362 1,524

貸倒引当金 △71 △157

投資その他の資産合計 9,117 9,766

固定資産合計 18,832 20,411

資産合計 51,160 56,767

負債の部   

流動負債   

買掛金 5,986 7,338

1年内返済予定の長期借入金 810 548

未払費用 1,874 2,242

未払法人税等 1,876 1,490

賞与引当金 492 258

店舗閉鎖損失引当金 1 10

資産除去債務 13 31

その他 2,531 2,642

流動負債合計 13,586 14,562

固定負債   

長期借入金 893 540

退職給付引当金 155 180

役員退職慰労引当金 117 142

資産除去債務 1,247 1,346

その他 1,911 1,858

固定負債合計 4,326 4,067

負債合計 17,912 18,629
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  （単位：百万円）

 
前事業年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成27年12月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,278 1,278

資本剰余金 1,419 1,419

利益剰余金 30,524 35,392

自己株式 △0 △0

株主資本合計 33,222 38,089

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 24 47

評価・換算差額等合計 24 47

純資産合計 33,247 38,137

負債純資産合計 51,160 56,767
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（２）【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

売上高 88,916 97,742

売上原価 51,336 56,420

売上総利益 37,579 41,321

販売費及び一般管理費 29,450 32,347

営業利益 8,128 8,974

営業外収益   

受取利息 8 8

受取配当金 2 3

受取家賃 26 26

違約金収入 － 21

保険解約返戻金 86 －

その他 74 19

営業外収益合計 199 78

営業外費用   

支払利息 29 21

店舗閉鎖損失引当金繰入額 1 10

保険解約損 8 －

その他 14 11

営業外費用合計 53 42

経常利益 8,274 9,010

特別損失   

減損損失 60 75

特別損失合計 60 75

税引前四半期純利益 8,214 8,934

法人税等 3,075 3,119

四半期純利益 5,138 5,815
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【注記事項】

（四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第３四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の

実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期

間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間

（自 平成26年４月１日
 至 平成26年12月31日）

当第３四半期累計期間

（自 平成27年４月１日
 至 平成27年12月31日）

減価償却費 1,714百万円 1,967百万円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第３四半期累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日）

配当金支払額

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月24日

定時株主総会
普通株式 758 20 平成26年３月31日 平成26年６月25日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第３四半期累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日）

配当金支払額

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月24日

定時株主総会
普通株式 947 25 平成27年３月31日 平成27年６月25日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第３四半期累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日）及び当第３四半期累計期間（自 平

成27年４月１日 至 平成27年12月31日）

当社は、１００円ショップ事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間

（自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 135円51銭 153円35銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（百万円） 5,138 5,815

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 5,138 5,815

普通株式の期中平均株式数（株） 37,919,934 37,919,879

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年２月２日

株式会社セリア

取締役会 御中

 

有限責任監査法人トーマツ

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 渋谷 英司   印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 三浦 宏和   印

 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社セリ

アの平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第29期事業年度の第３四半期会計期間（平成27年10月１日から平成27

年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成27年４月１日から平成27年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、すな

わち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社セリアの平成27年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する

第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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